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届出・申告事業者のためのＱ＆Ａ 

経済産業省

化学兵器・麻薬原料等規制対策室

２０２４年４月

はじめに 

「化学兵器禁止法」（以下「化兵法」という。）では、

① 第一種指定物質を製造・抽出・精製（副生成を含む。以下、「製造等」という。）又は使用する事

業者

② 第二種指定物質を製造する事業者

③ 有機化学物質並びに特定有機化学物質を製造する事業者

④ （第一種、第二種）指定物質を輸出・輸入する事業者

は、それぞれ、その活動の予定や実績を、事業所ごとに経済産業省に届け出ることを義務付けてい

ます。

事業者の皆様は、このＱ＆Ａをご覧いただき、対象者である場合は届出をしてください。

また経済産業省に届け出された内容は、化学兵器禁止条約（以下、単に「条約」という。）に基づき、

経済産業省から、オランダにある国際機関の化学兵器禁止機関（以下、「ＯＰＣＷ」という。）に申告して

います。

なお、申告に基づき、ＯＰＣＷでは事業者（所）を無作為に選別して、申告情報が正しいことや、申告

された物質等が化学兵器剤の製造に転用されていないことを検証する国際検査を実施しており、日本

国内では年間２０回程度行われています。

届出をされた事業者の皆様は、このＱ＆Ａをご覧いただき、将来の国際検査に備えてください。

＊ Ｑ＆Ａの電子版（ｐｄｆ）は、各種参考資料のＵＲＬにリンクしています。電子版は、経済

産業省ホームページ（下記）に掲載していますので、併せてご活用ください。

経済産業省ホームページ 「化学兵器禁止関連施策（届出・申告関係）」

https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/cwc/todokede.html 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/todokede.html
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届出・申告から国際検査まで（Q&A） 

 

＜届出編＞ 

Q1-1: 化学兵器や関連物質は、製造も使用も一切していません。それでも、届出は必要ですか？ 

Q1-2: 特定の化学物質の製造や使用について、許可や届出が必要なのはなぜですか？ 

Q1-3: 事業所で取り扱うすべての化学物質について届出と申告が必要ですか？ 

Q1-4: 当社では化学物質の輸出（輸入）をしており、製造や使用はありません。届出や申告は必

要ですか？ 

Q1-5: 複数の事業所について、本社でまとめて届け出ることはできますか？ 

Q1-6: 製造、使用、輸出入の届出をしないとどうなりますか？ 

Q1-7: 過去の届出に間違いや不足があることが判明しました。罰せられてしまうのですか？ 

Q1-8: 届出後に製造物や製造工程に変更が生じました。どうすればよいですか？ 

Q1-9: 届出をした後、書類はどのように取り扱われますか？ 

Q1-10: 通関前に外国へ返送した指定物質は輸入の届出をする必要がありますか？  

 

 

＜国際検査編＞ 

Q2-1: 化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）による国際検査とは何ですか？ 

Q2-2: 検査の対象施設はどのように選ばれるのですか？ 

Q2-3: 当社は化学兵器の製造とは無縁です。それでも検査を受け入れなければなりませんか？ 

Q2-4: 会社の行事等で急な受入れは困難です。日程変更はできますか？ 

Q2-5: 検査が決まってから実際に開始されるまでの流れはどうなっていますか？ 

Q2-6: 検査はどのような流れでおこなわれますか？ 

Q2-7: 企業秘密に関する部分は検査の拒否が可能ですか？ 

Q2-8: 検査における言語は何ですか？ 

Q2-9: 検査に費用はかかりますか？ 

Q2-10: 検査に同行するＮＩＴＥ（ナイト）とはどのような機関ですか？ 

Q2-11: 検査の結果は公表されるのですか？ 

Q2-12: 検査で問題を指摘された場合、どうすればよいのですか？  

Q2-13: 検査は一度だけですか？ 

 

  







https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/files/todokede_sankou.pdf
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＜参考資料＞ 

1. 対象物質と必要な届出一覧 

2. 化学兵器禁止法届出参考資料集      

3. 届出・申告閾値： 

 届出しきい値 

 申告しきい値 

4. 「特定物質」、「第一種指定物質」及び、「第二種指定物質」： 

 化学兵器禁止法施行令（別表）   

 構造式（表２剤、表３剤） 

5. 「有機化学物質」及び「特定有機化学物質」： 

 「特定物質」及び「指定物質」以外の有機化学物質で、特に、リン（P）、硫黄（S）、フッ素

（F）を含むものを「特定有機化学物質」という 

 関税定率法別表 第２８類、第２９類、第３２類 に該当するもの 

6. 独立行政法人製品評価技術基盤機構 

 

 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/todokede.html
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/files/todokede_sankou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/shikiiti.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/files/todokede/shinkoku_shikiiti.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/files/r220200607sekourei.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/cwc/files/kouzoushiki.pdf
https://www.customs.go.jp/tariff/
https://www.nite.go.jp/index.html



